
フレイル予防の新たな展開とまちづくりについて
－高知県への期待

医療経済研究・社会保険福祉協会
辻 哲夫

【別添２】



Ⅰ．フレイル予防のポピュレーションアプローチの重要性
未知の社会の到来－高齢者の高齢化

〇２０４０年に向けての大きな変容
－８５歳以上人口の急増

〇８５歳以上の集団の姿
 －現在の平均的な姿は、要介護
 －生活習慣病予防に加えてフレイル予防が重要となる

〇フレイル予防のポピュレーションアプローチは、今後の我が国の国家的課題
 －日本の２０４０年問題を先に体験している全国の多くの中山間地域においては、現

 在の差し迫った課題

高知県の取組は日本の未来のモデルとなる
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日本の超高齢・人口減少の見通し

○６５歳以上人口の割合は、現在世界一で、２０４０年には約３５％。人口は減少。
○２０４０年に向けて、６５歳以上人口は歴史上のピークに達し、８５歳以上人口は１０００万人に達する。

 高齢者世帯は、一人暮らしと夫婦世帯が中心。
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2000年（実績） 2015年（実績） 2025年 2040年 2050年 2060年

（万人） （万人） （万人） （万人） （万人） （万人）

総人口
1億2,693万人

75歳～
 901(7%)

65～74歳
1,303(10%)

40～64歳
4,371(34%)

20～39歳
3,517(28%)

～19歳
2,601(20%)

団塊ジュニア世代
（1971～1974生まれ）

団塊の世代
（1947～1949生まれ）

総人口
1億2,709万人

75歳～
1,632(13%)

65～74歳
1,755(14%)

40～64歳
4,279(34%)

20～39歳
2,844(22%)

～19歳
2,200(17%)

総人口
1億2,254万人

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

40～64歳
4,163(34%)

20～39歳
2,471(20%)

～19歳
1,943(16%)

総人口
1億1,092万人

75歳～
2,239(20%)

65～74歳
1,681(15%)

40～64歳
3,387(31%)

20～39歳
2,155(19%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億0,192万人

75歳～
2,417(24%)

65～74歳
1,424(14%)

40～64歳
2,969(29%)

20～39歳
1,904(19%)

～19歳
1,479(15%)

総人口
9,284万人

75歳～
2,387(26%)

65～74歳
1,154(12%)

40～64歳
2,731(29%)

20～39歳
1,700(18%)

～19歳
1,313(14%)

3
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日本の高齢化の推移

将来の地域別男女5歳階級別人口（各年10月1日時点の推計人口：2015年は国勢調査による実績値）
出典 国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』（平成30（2018）年推計）から作成 

85歳以上の推移

75歳以上の推移

65歳以上の推移

2015年の年齢別人口を100とした時の増加率
（％）

(2030年) 75歳以上 85歳以上
16,322,237 8,306,260人口

(2045年) 75歳以上 85歳以上
22,766,643     9,698,466人口
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出典：介護給付費実態調査月報

認定率 H14.10 H18.10 H23.10 H28.10 R3.10
65～69 2.70% 2.90% 2.90% 2.90% 2.90%
70～74 6.20% 6.90% 6.00% 6.30% 5.80%
75～79 13.00% 14.80% 13.60% 13.20% 12.70%
80～84 26.40% 29.40% 28.40% 28.60% 26.40%
85～89 49.80% 57.80% 58.10% 60.44% 59.81%
計 13.50% 16.40% 17.30% 18.10% 19.20%

年齢別認定率の推移
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(70.1%)

(19.0%)

自立

手段的日常
生活動作に
援助が必要

基本的＆手段的
日常生活動作に
援助が必要

死亡

出典） 秋山弘子 長寿時代の科学と社会の構想   『科学』 岩波書店, 2010

女性

(87.9%)
(12.1%)

年齢

高齢者の自立度と多様なパターン
ー 全国高齢者20年の追跡調査 ー

(10.9%)

男性
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年齢４０ ５０ ６０ ７０ ７５ ８０ ９０

＜健康増進＞

健康増進・虚弱（フレイル）予防の研究と推進

メタボリック
症候群の予防

＜メタボ健診基準＞

老年症候群
の予防

虚弱化 要介護
虚弱体質

自
立
度

腹囲、血圧、血糖、脂質
など（平成20年度に基準化） 兆候をつかむ

＜フレイル（虚弱）予防＞

・転びやすくなった
・外出が少なくなった
・美味しいものが

食べれなくなった
・活動的でなくなった

＜フレイル（虚弱）のプロセスの解明＞
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〇2050年まで現在人が居住している地域の2割が無居住化
〇現在国土の約5割に人が共住しているが、約4割までに減少

大都市圏郊外団地の荒廃と地方・中山間地域の無居住地域の拡大

2045年の75歳以上の人
口指数

（2015年を100として）

大都市圏では郊外
団地の空家の拡大
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Ⅱ．フレイルの概念とフレイル予防のポピュレーション
アプローチの意義（１）
１．フレイルの定義と意義
（１）健常と要介護の中間

－プレフレイル（フレイル予備軍）とフレイル
－正式には、J-CHS基準により判定。代替することもできる

（２）多面的要因
－身体的・精神心理的・社会的などが重複し、負の連鎖と
して自立度を低下しやすい

（３）可逆性
－適切な介入（支援）及び本人の日常生活における行動変
容により健常な状態に戻すことが出来る状態
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参考文献：葛谷雅文.老年医学に

おけるSarcopenia & Frailtyの

重要性.日老医誌.2009:46:279-

2 8 5 . d o i . o r g / 1 0 . 2 1 6 9 /

naika.106.557を改変

※基本チェックリストや後期高齢者の質問票でも代替できます。

フレイルはプレフレイルの段階から日常生活の工夫で予防ができ、健康寿命の延伸に
つながります。 【フレイル予防推進会議フレイル予防啓発宣言より一部を引用】

健 康 寿 命 の 延 伸

プレフレイル
（フレイル予備群）

フレイル 要介護状態

生
理
的
予
備
機
能

体重減少（半年で意図しない２㎏以上の減少） はい いいえ

筋力の低下（握力：男性＜28kg, 女性＜18kg） はい いいえ

ここ２週間わけもない疲労感 はい いいえ

歩行速度の低下（1秒当たり1メートル未満） はい いいえ

身体活動の低下（軽い体操や定期的なスポーツのいずれも週1回もしていない） はい いいえ

０…健常

１～２つ…プレフレイル

３つ以上…フレイル

「フレイル」を知っていますか？
「フレイル」とは、年をとって心身の活力が低下した要介護の手前の状態をいいます。

健 常
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Ⅱ．フレイルの概念とフレイル予防のポピュレー
ションアプローチの意義（２）

２．フレイル予防の二つの方法の組み合わせが必要
（１）ハイリスクアプローチ

リスクの高い人を対象として絞り込んで専門職により介入
（指導）

（２）ポピュレーションアプローチ
健常な人を含めて地域住民の集団を対象として啓発等の取組

３．フレイル予防のポピュレーションアプローチは、時間がかかるが、                   
大きな成果が期待できる。
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Ⅲ．学術界や政策の動き
１．学術界の動き
（１）日本老年医学会ステートメント（２０１４年5月）

「高齢者においては生理的予備能が少しずつ低下し、恒常性が失われていく」
「今後人口増加が見込まれる後期高齢者（75 歳以上）の多くの場合、“Frailty”と
いう中間的な段階を経て、徐々に要介護状態に陥ると考えられている」

「Frailty には、しかるべき介入により再び健常な状態に 戻るという可逆性が包含
されている」
「虚弱（frailty）」を「フレイル」と定義

（２）日本医学会連合等のフレイル・ロコモ克服のための医学会宣言（２０２２年４月）
（３）フレイル予防啓発に関する有識者委員会の声明と提言（２０２２年１２月）

（注）厚生労働省課長会議資料で紹介
「フレイル予防のポピュレーションアプローチに関する声明と提言」のポイント
① フレイルの構造を説明（フレイルは一義的には病気ではない）
② フレイル予防の三本柱を直近のエビデンスに基づき提示。三本柱の関係も明確化
③ 特に住民主体の手法とゼロ次予防の意義を明示（両者ともに無関心層への影響が期待され

る）
④ 最終的には、まちづくりに繋がることを期待
⑤ フレイル予防推進会議を提案 15



○フレイルの概念・特徴と構造
●フレイル（虚弱）とは、加齢により
体力や気力が弱まっている状態
●日常生活活動や自立度の低下を
経て、要介護の状態に陥っていく
●健常と要介護の中間の時期であり、
複数の要因によって負の連鎖に陥り
やすい状態（特に社会参加の低下
も早期の段階から大きな影響を及ぼす）
●しかし、適切な介入や日常生活の工夫
により機能を戻せる時期（可逆性）

○フレイル予防のポピュレーションアプローチの重要性
● 2040年には、85歳以上人口が1000万人を超える。ハイリスクアプローチ（フレ
イルになってしまった個々の人への専門職による対応）だけでは不十分

○ポピュレーションアプローチとしての啓発における行動指針
● 「栄養(食事・口腔機能)」 「身体活動(運動を含む)」 「社会参加(社会活動)」
この三本柱を意識した日常生活の工夫が重要（１つより２つ、２つより３つの方
がより大きな効果をもつ）

○フレイル予防のポピュレーションアプローチの展開手法
●行政、産業界・教育界などの各分野が一体的に取り組むことが重要
●住民の自助互助の生み出す力を大切にした一次予防（住民への啓発）とゼ
ロ次予防（自然に予防できるような環境の整備）の組み合わせが重要。

●各実践現場の担当者がフレイルの特徴、構造や行動指針のエビデンスを正しく
理解し、下記のようなフレイル予防の特性に留意した新たな手法の開発が重要

・フレイルの認知度の普及を推進 ⇒標語の設定や条例の制定
・質問や計測という手法による地域住民の「気づき」による行動変容が重要
・住民の自助・互助の活動の生み出す力を適切に見守りつつ、行政が側面
から支援するという姿勢が重要
・行政と連携した産業の役割が大きい⇒産業による啓発活動⇒更には国の
ヘルスケアサービス振興策に沿ったフレイル予防のビジネスモデルの展開を期待  
⇒また、フレイル予防を起点とする情報システムの開発も期待
・超高齢化・人口減少の先行地域でのフレイル予防の対応からまちづくりへの
展開は、全国に向けての貴重な参考。その手法の開発に期待
・ゼロ次予防として、フレイル予防に適した食品の開発、歩きやすいウォーカブル
な環境等の様々な対応が重要
・高齢者の就労は、フレイル予防につながる一方、好ましい就労の在り方にも
留意が必要

○フレイル予防政策の体系化が重要 特に、ポピュレーションアプロー
チとハイリスクアプローチの連携
○フレイル予防に関するデータの解析やポピュレーションアプローチの
効果の計測などの調査研究の重要性

フレイル予防のポピュレーションアプローチに関する声明と提言 【概要】
フレイル予防啓発に関する有識者委員会（葛谷雅文委員長）

幅広い関係者によるフレイル予防推進活動への提言
1. フレイル予防のポピュレーションアプローチは大きな可能性を持っている
2. 超高齢・人口減少社会において、今なすべきことの一つは、国を挙げたフレイル予防の
ポピュレーションアプローチである

3. フレイル予防推進会議（仮称）の設置を求める

フレイルの概念（葛谷雅文. 日老医誌 46:279-285, 2009より引用改変）

フレイル予防につながる三本柱（東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢 作図）
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参考文献1）Xue QL, Bandeen-Roche K, Varadhan R, Zhou J, Fried LP. Initial manifestations of frailty criteria and the development of frailty phenotype in 
the Women’s Health and Aging Study II. J Gerontol A Biol Sci Med Sci. 2008;63(9):984-990. doi: 10.1093/gerona/63.9.984

参考文献2）日本サルコペニア・フレイル学会 指導士研修会資料
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サルコペニアに対する仮説モデル検証法による
社会性（社会参加・社会活動）の重要性

参考文献：Tanaka T, Son B, Lyu W, Iijima K. Impact of social engagement on the development of sarcopenia among community‐dwelling older adults: 
A Kashiwa cohort study. Geriatr Gerontol Int. 2022;22(5):384–391. doi:10.1111/ggi.14372
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フレイルは予防できる！
三本柱の取り組み ＜一つより二つ、二つより三つの実践が一番の効果＞

気づき、自分事化をし、三本柱を意識して日常生活の一工夫を

作図：東京大学高齢社会総合研究機構・飯島勝矢
19



（Lyu WA, Iijima K, Associations of multi-faceted factors and their combinations with frailty in Japanese 
community-dwelling older adults: Kashiwa Cohort Study.   Archives of Gerontology and Geriatrics. 2022）

三本柱は、1つだけでなく2つ、2つより
3つと複数の柱に取り組むことが、フレイル
予防に効果がある。

【フレイルの危険度】
3つとも実施できている人と比べると、

◆2つの実施：
1.9倍 リスク大

1つだけ実施：
2.9倍 リスク大

すべて未実施
7.5倍 リスク大

三本柱の関係性と重要性
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フレイルチェックは、市民サポーターが行うことで、より効果がある（個人にも地域にも）。

フレイル予防『市民主体』で取り組む総合的な一次予防

座学（2時間）と実技研修（2時間） 地域サロンでのフレイルチェック

フレイル予防のための

市民サポーター養成講座

新たな健康増進活動：市民の手による、

市民のためのフレイル予防
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 半年に1回ずつフォローアップ
 赤シールを青シールにするために何

をやるべきなのか 22



答え合わせ＆アドバイス
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82歳女性簡易
チェックと総合
チェックの推移

約１年後
88歳男性 深掘り
総合チェックの推移

約半年後 約1年後

データに基づくポピュレーションアプローチからの政策展開

. フレイルチェックの合計赤信号数と要支援・要介護新規認定、死亡率との関連性
出典：飯島勝矢、田中友規．第64回日本老年医学会学術集会にて発表（2022年）
および 田中友規. Geriatric Medicine（老年医学）60(8): 695-699, 2022.）

「後期高齢者の質問票」の得点と、要介護の新規認定率：医療介護レセプトデータによる検証
引用：飯島勝矢、田中友規．第64回日本老年医学会学術集会にて発表（2022年） 

後期高齢者質問票と介護認定フレイルチェックと介護認定

フレイルチェック、後期高齢者質問票とも該当する項目が
多い方は介護認定率も高くなってくる（ ハイリスク者）

フレイルハイリスク者

介護保険の
総合事業
に繋ぐ

同じ集いの場に参加する市民
この差は何か？ どの位のリスクなのか？

⑵ ハイリスクアプローチでの活用 ーハイリスク者はハイリスクアプローチに繋ぐ

⑴ ポピュレーションアプローチでの活用
   ー仲間とともにフレイルの進行度合いをデータも活用しながら自分事化するにより、行動変容が促進されるとともに、
   データを通してフレイルについて仲間とともに学ぶことにより、住民主体の地域活動に繋げていく

改善 改善 改善
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橋渡し型SC 結束型SC

 地域サロンの参加者はリピーターが多いけれど、新規参加
者も入ってきたりしてます。

 サロン以外の地域全体でのイベントや行事が頻繁に開催
され、イベントや行事には全町会が参加しています。

 関係者を巻き込むのが上手で協力者がどんどん増えていく
 行事に関しては、さまざまな年代が参加しにぎわっています。
子どもから高齢者までさまざまです。

 地域サロンの参加者はリピーターが多く、新規参加者を
増やすためにはどうしたらいいのだろうかと悩んでいます。

 リピーターが多いので、新しい人は入りづらい雰囲気があ
るみたいです。

 一部の地域は元気で団結力がある。

【地域活動への参加者が多く、ﾌﾚｲﾙが少ない】 【地域活動への参加者が少なく、ﾌﾚｲﾙが多い】

ソーシャルキャピタルからみた地域の差（東京大学IOG研究・禁転載）
ー日常生活圏単位にフレイルの度合いが異なることについての質的分析結果ー
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住民がフレイルの概念を学ぶ・知る

住民同士での自助・互助による健幸長寿まちづ
くり〜自分たちで未来を創る・地域を守る〜

「フレイル」の概念を知り、「健康寿命と平均寿命の
差を縮めるために必要なことは、自分自身の意識と行
動を変えることだ」と理解したサポーターは、フレイ
ルチェック活動が「何よりも自分のためであった」こ
とに気づき、「サポーターも、チェックを受ける人も、
笑い合いながら、励まし合いながらフレイルを自分事
化していく」活動の本質を理解した。そして、「もっ
と学び、よいことはみんなと分かち合いたい」と発言
し、行動するなど、サポーターのエンパワメントが高
まり始めた

山、川、人ー

仁淀川町

【図２５】
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２．フレイル予防推進会議の動き
（１）フレイル予防推進会議（自治体、産業界、学術関係者）の設置
（２）フレイル予防推進会議によるフレイル予防宣言の決定と発信
（３）フレイル予防推進会議の各組織の動き
① 行政部会作業委員会の動き
ⅰ）フレイル予防宣言の普及
ⅱ）保健事業と介護予防の一体的実施事業における１５問の質問

票を活用した住民主体のフレイル測定の実施の全国展開
ⅲ）新しいフレイル情報システムの開発

②産業部会の動き
ⅰ）フレイル予防の産官連携を推進
ⅱ）フレイル予防推進のための産業界の推進組織（新法人）を設

立
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フレイル予防推進会議の経過概要
令和４年１２月１日 「フレイル予防のポピュレーションアプローチに関する声明と提言」

（フレイル予防啓発に関する有識者委員会：葛谷雅文委員長）
令和５年９月８日～ フレイル予防推進会議準備会（２県６市町村・第１回ー第５回）
令和６年７月１２日
 
令和６年７月２４日 第１回フレイル予防推進会議総会及び第１回実行委員会開催

「フレイル予防推進会議発足」
１１月５日 第１回行政部会合同作業委員会
１１月６日 第３回実行委員会

１１月１２日 第１回産業部会

１１月２２日 第２回総会開催
「フレイル予防宣言決定」

令和７年３月１８日 第２回産業部会
３月２８日 第４回実行委員会
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フレイル予防啓発宣言の決定（令和６年１１月２２日）

１．提案理由

専門有識者により監修された最新の知見に基づいた共通の資料を基に、全国各

地においてフレイル予防のポピュレーションアプローチを適正かつ円滑に推進する

ため、「フレイル予防啓発宣言」を行う必要がある。

２．フレイル予防啓発宣言

本日ここに、「フレイル予防住民啓発パンフレット」及び「フレイル予防住民啓発パ

ンフレット説明問答集」を決定し、これらに基づき、フレイル予防のポピュレーション

アプローチが全国各方面で展開されることを目指し一体となってフレイル予防の普

及啓発活動を推進することを宣言する。
URL:https://www.ihep.jp/トップページを参照
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千葉県 茂原市
千葉県 柏市
千葉県 市原市
東京都 文京区
東京都 豊島区
東京都 八王子市
東京都 国立市
東京都 西東京市
神奈川県 平塚市
神奈川県 逗子市
神奈川県 三浦市
神奈川県 厚木市
神奈川県 海老名市
神奈川県 山北町

【都道府県】
神奈川県
山梨県
徳島県
高知県

【市町村】
北海道 奈井江町
宮城県 仙台市
秋田県 秋田市
茨城県 常陸太田市
埼玉県 春日部市
埼玉県 志木市
埼玉県 富士見市
埼玉県 鶴ヶ島市

神奈川県 湯河原町
山梨県 笛吹市
岐阜県 神戸町
岐阜県 輪之内町

岐阜県 安八町
奈良県 生駒市
和歌山県 紀の川市
鳥取県 境港市
徳島県 那賀町
高知県 大豊町
高知県 仁淀川町
福岡県 飯塚市
沖縄県 北中城村

フレイル予防推進会議参加自治体

フレイル予防推進会議構成員名簿

（注）青塗は、実行委員会参加自治体
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イオン株式会社

キユーピー株式会社

株式会社マルタマフーズ

伊藤ハム株式会社

日清オイリオグループ株式会社

株式会社ニッスイ

株式会社ニチレイフーズ

はごろもフーズ株式会社

フジッコ株式会社

株式会社明治

フレイル予防推進会議参加企業・学術関係者

飯島 勝矢
東京大学高齢社会総合研究機構長
未来ビジョン研究センター教授

岡本 茂雄
国立研究開発法人 産業技術総合研究所招聘研究員

神谷 哲朗
（一財）医療経済研究・社会保険福祉協会

政策推進部企画調整・フレイル担当部長

小松 仁視
NPO法人フレイルサポート仁淀川理事

清水 浩一
（一財） 医療経済研究・社会保険福祉協会常務理事・
医療経済研究機構政策推進部部長

辻  哲夫
（一財） 医療経済研究・社会保険福祉協会理事長

服部 真治
株式会社日本能率協会総合研究所
社会イノベーション研究事業本部
福祉・医療・労働政策研究部 主幹研究員

矢島 鉄也
（公財） 日本健康・栄養食品協会理事長
（一財）医療経済研究・社会保険福祉協会
医療経済研究機構政策推進部企画戦略担当部長
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アドバイザリー
委員会

フレイル予防推進会議

普及啓発
作業委員会

情報システム等
作業委員会

産業部会

住民主体啓発
作業委員会

実行委員会
（総合調整部会

兼務）

構成：フレイル予防推進
会議参加の行政関係者
（産業部会からオブザーバー参加）

構成：フレイル予防推進
会議参加の行政関係者
（同左）

構成：フレイル予防推進
会議参加の行政関係者
（同左）

構成：フレイル予防推進
会議参加の企業関係者

開催：第1回は各団体の実質責任者（局
長・部長等）が出席し、ハイブリッド
で開催。
第2回は参加団体の責任者がハイブリッ
ド方式で参加し、プレス等の傍聴を想
定する。

構成：当初は少なくともフレイル予防推
進会議発起人会メンバー（学術関係委員
を含む）が移行。

構成：フレイル予防啓発に関する
有識者委員会の委員を中心に構成

※行政部会は、必要に応じて都道府県
分科会、市町村分科会を設置する

構成：当面、県、市町村、企業、学術
者で構成。また住民関係団体のオブ
ザーバー参加を求める。

フレイル予防推進会議組織図

行政部会
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普及啓発
作業委員会関係

情報システム等
作業委員会関係

住民主体啓発
作業委員会関係

• フレイル予防住民啓発パンフレット及び説明問答集の監修につ
いてアドバイザリー委員会に諮る。

• フレイル予防のポピュレーションアプローチを推進するための
担当者用基本問答集案を精査する。

• アドバイザリー委員会の監修を経て、第２回推
進会議で啓発パンフレット等の正式決定を行い、
普及を図る。

• 担当者用基本問答集を決定し、普及を図る。

第2回フレイル予防推進会議までの活動 第2回フレイル予防推進会議及び会議以降の活動

• フレイル予防住民啓発パンフレット及び説明問答集の案を活用
し、関係方面への説明等により、広報啓発を行うとともに、フ
レイル予防推進会議の拡大呼びかけを各方面に行い、フレイル
予防推進会議の拡充を図る。

• フレイル予防推進会議の新たな構成員を承認す
る。

• フレイル予防推進会議及び同構成員が行う各方
面への普及活動の方針を決定する。

• 後期高齢者の質問票を活用した通いの場等での住民主体のフレ
イル予防のポピュレーションアプローチの手法の開発やモデル
的実践の検討を行う。

• これまでフレイルの概念を必ずしも用いていなかったが、住民
主体でのまちづくりの手法による介護予防のポピュレーション
アプローチを行ってきた自治体が、新たにフレイルの概念を導
入する場合のモデル的な実践とその学びに取り組む。

• フレイル予防推進会議事務局が中心となってフレイル情報の収
集、解析等のシステムの開発検討を行う。

• フレイル予防のポピュレーションアプローチの効果計測等につ
いて実践的な研究を行う。

• 情報システム等及び住民主体啓発に関する検討
状況をフレイル予防推進会議全体で共有し、同
会議としての取組方針を確認する。

• 確認した取組方針に基づき、フレイル予防のポ
ピュレーションアプローチの手法の開発やモデ
ル的実践等を進める。

【産業部会】 • 総合調整部会と連携しつつ、フレイル予防サービス振興会（仮
称）及び認証サービス制度の導入について検討する。

• フレイル予防サービス振興会（仮称）の設置等
についての検討状況を総合調整部会を通してフ
レイル予防推進会議全体で共有し、同会議とし
ての取組方針を確認する。

【行政部会】
フレイル予防推進会議ー当面の活動について
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フレイル予防を自分事化するための手法（質問票や計測）を広める必要性

フレイル予防の特性に留意したポピュレーション

アプローチの展開手法【行政を中心として】

○一定の地域住民の集団に対し、一定の質問や測定を行い、自らのフレイルに関する
兆候を気付いてもらい、フレイル予防を自分事化してもらうという方式により行動変容
に繋げていく手法を広める必要がある。

具体的な実践例3つ
a. 後期高齢者の質問票

（後期高齢者医療制度による健康診

査及び高齢者の保健事業と介護予防

の一体的実施の一環として通いの場

で行われている方式）

b. 基本チェックリスト  
（介護保険の介護予防・生活支援総

合事業における介護予防・生活支援

サービス事業対象者の適用判断等

に用いられている方式）

c. 様々な方式の一つ（住民

主体のフレイルチェック）

（地域高齢住民フレイルサポーター

主体の方式）
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指輪っか + 15 + （握力、身長、体重）

印刷して持ち帰り、継続啓発

画面は現状イメージとなります

新フレイル情報システムの開発（１）
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要介護認定率に影響の大きい地域
特性

各市町村の要
支援・要介護
認定率の年次
推移の分析と
自己評価

地域特性に応
じた各政策の
効果分析

各市町村での
政策検討

フレイル対策を早期に始めなかった例

※市町村は、
自分の市町村分を
閲覧

画面は現状イメージとなります

新フレイル情報システムの開発（２）
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フレイル予防サービスに関する新法人の設立について
１ ．新法人の目的
フレイル予防推進会議と連携し、産業界として、フレイル予防のポピュレーション
アプローチの推進を担う。

２．新法人の主たる事業（予定）
①フレイル予防のポピュレーションアプローチに関する啓発、広報（教育）事業
②フレイル予防に関する官民連携推進に関する事業
③フレイル予防サービス産業振興のためのセミナー、ワークショップ等の研修事業
④フレイル予防の健全な発展に資する情報・知見の収集と情報利活用推進事業
⑤民間が行うフレイル予防サービスに関する自主認証制度の運営並びに推進事業
⑥会員企業のフレイル予防啓発等に関する取組への支援事業
⑦その他この法人の目的を達成するために必要な事業
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Ⅳ１５問質問票を活用した住民主体のフレイル測定の展開
－高知県への期待

１．老健調査研究事業（参考資料参照）による１５問質問票を活用した住民主体
のフレイル測定の試行の成果と横展開の課題

（１）高知県仁淀川町及び神奈川県三浦市で一般介護予防としての位置づけで実施
（２）試行の評価

① 簡略な方式（時間、場所等）による参加のし易さ等が住民から歓迎された
② 年齢にかかわらず、フレイルの兆候を持った人が多いことが判明
③ 横展開における課題が明らかにされた
ⅰ）ボランティアの位置づけの工夫、まちづくりへの展開
ⅱ）全国展開を視野においたボランティア養成のトレーナー機能の位置づけ等の必要性

２．１５問質問票を活用したフレイル測定の全国展開－高知県への期待
（１）フレイル予防には大きな効果が期待される
（２）フレイル予防推進会議を通して一体的実施事業における住民主体のフレイル測定を全国に普及

し、フレイル予防のまちづくりを展開
（３）高知県発の元気な日本づくりへの期待 39
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（参考資料）老健事業調査研究報告書の柱

１．無関心層等を視野においた通いの場を基本においた三層構造
の展開（別添）

２．一体的実施事業の高齢者の１５問を活用したフレイル測定
（第２層を基本とする第１層）を全国に展開する。この場合、産
官連携を推進し、第３層の広義の通いの場の活用も目指す。

３．産業界と連携し、第３層の通いの場における介護予防の効果
に着目したPFS（FIB）の方式の普及定着を目指す。
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（別添）総合的な介護予防のポピュレーションアプローチの展開
－無関心層等を視野においた通いの場を基本においた３層構造の展開
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